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１１．コージェネレーションシステムとは．コージェネレーションシステムとは  

コージェネレーションシステムについて   

コージェネレーションシステム（以下、コージェネ）は、発電する際に発生する廃
熱を有効利用するシステム。 

発電方法として、ガスエンジン、ガスタービン、燃料電池の３つのタイプがある。 
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●コージェネは、発電する際に発生する廃熱を回収し、工場やビルの冷暖房や給湯等に利用する
システム。化石燃料の高度利用により、総合効率が70～85％と高く、大幅な省エネを実現。 

●東日本大震災以降「電源多重化（BCP対策）」、「ピーク対策」等のニーズにより、実績が伸
長。 

お客様の建物 

信頼性 
の高い 
都市ガス 

商用電力 

電源1 商用電源 

電源2 コージェネ  

電源の２重化による電力確保の安定化 

◆省エネ性 
◆電力のピーク対策 

◆電力の安定確保 

コージェネのメリット  
１１．コージェネレーションシステムとは．コージェネレーションシステムとは  
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【目的】調査の背景・趣旨   

 東日本大震災に因るエネルギー需給逼迫の経験、南海トラフ地震等の被害想定の公表等を踏まえ、
多くの病院において、大規模災害時の医療機能維持に関するニーズが顕在化している。 

 エネルギーの安定供給はレジリエンスの根幹であり、有事における医療機能維持の強化は、医療
行為に必要なエネルギーの確保を意味するもの。 

 このような背景を踏まえ、全国の病院のうち4,000施設を対象として、エネルギーの使用実態および、
災害対応方針の策定状況について把握することを目的として、本調査を実施した。 

■業務用分野用途別設置容量推移（千kW） ■業務用分野用途別設置件数推移（件） 
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２２．病院の実態調査．病院の実態調査  
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【方法】調査の概要   

１.調査対象 
施設数 

①災害拠点病院   666 

②救命救急センター（３次救急）   265  

③救急告示病院（２次救急） 3,502  

（医療機能評価認定取得病院） （2,360）   

３.調査の全体フロー 

４.調査期間 

 わが国の病院は約8,600存在するが（診療所、歯科を除く）、今回の調査対象としては、BCP意識が高いと思われ
る、全国すべての「災害拠点病院・救命救急センター・救急告示病院（3,604件）」に、「医療機能評価認定取得病院
（396件）」を加えた計4,000件を選定した。 

 郵送調査の他、電話調査による直接回答方式を採用した。また補助的に訪問面接調査を実施した。 

 送付先4,000件に対し、1,081件の有効回答（回答率27.0％）を取得。 

２.調査体制 

JGA 

中山茂樹(千葉大学工学研究科) 

小林健一(国立保健医療科学院) 

矢野経済研究所 

・設問作成の監修 

・調査後の分析の監修 

・アンケート調査実務全般 

10票） 

4,000 

11月 12月 1月 2月

調査1 4,000件のリスト化

調査2 郵送アンケート（目標120票）

調査3 電話調査（目標130票）

調査4 訪問面接調査（10票）

中山先生・小林先生打合せ ●

総合分析・報告書作成

報告書期限 　●

11/28

1/24

12/25

12/17 から2～3日にかけて郵送

12/16 ※回収状況によっては年明けにも実施。

2/20

2月中旬

2月初旬1月中旬

1/27

（1月中旬～1/20前後で実施）

２２．病院の実態調査．病院の実態調査  



7 

病院（回答者）の概要 BCP・防災計画の概要 災害時のエネルギー確保 コージェネについて 

 名称・病床数・
機能 

 建築年月日 

 用途別熱源 

 契約電力（kW） 
 都市ガス供給
圧力種別 

 中圧供給への
評価 

 LP・重油の優
先供給協定有
無 

 自家発電設備
の有無・仕様 

 

 策定の有無と想定
期間 

 想定する災害・事象 

 エネルギー途絶期
間の想定 

 自家発電設備稼動
を要する災害経験
の有無・災害種別 

 

 想定する電力使用制
限期間 

 災害時医療に必要
な電力の想定（常時
を100%） 

 災害時の電力増量
ニーズの有無 

 災害時の熱増量
ニーズの有無 

 エネルギー増量ニー
ズの理由・内訳 

 エネルギー増量手段
と許容コスト、具体的
な計画の有無 

 燃料備蓄量 

 非常用発電機のメ
リット・デメリット 

 非常用発電機のメン
テナンスの実態 

 

 コージェネの認知 

 コージェネのメリッ
ト・デメリット 

 その他要望（規制
緩和、サービス内
容等） 

【方法】調査事項（アンケートの設問項目）  
２２．病院の実態調査．病院の実態調査  
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【結果】熱用途別にみた熱源種別（複数回答MA） 
 各種熱用途（空調・給湯・厨房）の燃料種別に関しては、大規模化（病床数増）に従って、同一用途複数熱源化が

進展。本傾向は空調において顕著であり、大規模病院ほどガス利用率が高い。電力利用のピークカット対応に起
因したものと思われる。 

 小規模病院におけるLPG・重油等の高い利用率は、都市ガス未普及エリアに起因するものと考えられる。 

 小規模病院は電化率が比較的高く、これは立地エリアにおける他エネルギーの流通性や価格等に起因するもの
と思われる。但し、重油等の利用率は寒冷地において、一定規模の需要が存在すると考えられる。 

 4000病院に対し、空調・給湯・厨房の熱源
について複数回答の形式にて調査。 

 1081件より有効回答を得たもの。 

 都市ガス供給エリア内外の双方を対象とし
ているため、必ずしも全ての熱源を選択可
能な環境には無い点に留意が必要。 

N=1,081（複数回答、％値は階級毎の病院数で
各熱源回答数を除したもの） 

N=1,081（複数回答、％値は階級毎の病院数で
各熱源回答数を除したもの） 

N=1,081（複数回答、％値は階級毎の病院数で
各熱源回答数を除したもの） 

２２．病院の実態調査．病院の実態調査  
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【結果】自家発電設備の導入状況 
 自家発電設備の導入率は、小規模病院（200床以下）・救急告示病院における数％を除き、ほぼ100%近い比率と

なっている（消防法の規制によるもの）。 

 自家発の稼動を要する災害を経験した比率は３割程度。 

N=1,976（延べ機能別病院数：災害
拠点301 救急救命ｾﾝﾀｰ135 救急
告示931 機能評価認定609） 

N=1,976 

N=1,081 

N=1,081 

２２．病院の実態調査．病院の実態調査  



【結果】BCP(事業継続計画)の策定状況 
 病院のBCP策定比率は26.5%（1,081病院中286病院、策定中は含めず）であり、内閣府による平成25年8月の

「特定分野における事業継続に関する実態調査」の結果（調査時点の策定中を含めると約25%）とほぼ一致。 

 エネルギー源の途絶期間については、電気・熱ともに「3日以内」との回答が約7割を占めた。これは、国交省の「業
務継続のための官庁施設の機能確保に関する指針」や自治体の条例等で72時間の備蓄を推奨しており、その裏
返しとして、途絶期間も同様の想定をしている可能性あり。 

10 

２２．病院の実態調査．病院の実態調査  



【結果】想定している災害・事象   

11 
N=1,976（延べ機能別病院数：災害拠点301 救急救命ｾﾝﾀｰ135 救急告示931 機能評価認定609） N=574（延べ機能別病院数：災害拠点92 救急救命ｾﾝﾀｰ36 救急告示268 機能評価認定178） 

 病院によるBCP策定の想定ハザードについては、火災が65.9％（713病院）で最も多く、つづいて震度６強の地震
45.3％（490病院）、大規模停電もしくは計画停電38.6％（418病院）となっていた。 

 一方、過去10年間において実際に経験したハザードとしては、東日本大震災に起因する震災自体と停電に加え、
台風・集中豪雨等の風水害が比較的多い。従って、発災を前提とした条件付確率の観点からは、風水害対策の
重要度は高いと思われる。 

 パンデミックの想定が低い理由として、医療機関においては「BCP＝防災計画」と考えられている可能性が挙げら
れる。他のハザードは災害対策基本法、パンデミックは新型インフルエンザ等対策特別措置法の管轄であるた
め、BCPとは異なるアプローチで対策を考えている可能性がある。 

２２．病院の実態調査．病院の実態調査  



【結果】BCPのためのエネルギー容量増強ニーズ 
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N=1,081（全病院） 

N=1,976（延べ機能別病院数、
複数回答、延べ回答数3,385） 

N=1,081（全病院、複数回答、延
べ回答数1,823） 

 BCPのためのエネルギー容量の増強ニーズは電気で60.4％（654病院）、熱で56.1％（607病院）と共に過半数を
超えていた。また中小規模病院の方が、よりニーズが高い傾向が見られた。 

 上記の要因として、災害拠点病院・救急救命センター等の大規模病院と比べ、中小規模の病院はトリアージや患
者以外の滞留制限が緩やかであり、有事における被災者の拠点化（避難場所）を想定していることが考えられる。 

２２．病院の実態調査．病院の実態調査  



【結果】契約電力容量及び自己電源比率の実態   
医療機関における自己電源比率（“自家発容量/契約電力容量”と定義）は約4割が50％を下回っており、有事におけ
る医療機能継続の観点において、停電への耐性に疑問を呈する結果となった。 
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燃料備蓄期間（全規模・全機能） 

N＝700（1,081病院からの
有効回答数） 

N=1081（全病院） 

N=1,976（延べ機能別病院数、
複数回答、延べ回答数3,385） 

N=1,081（全病院） 

２２．病院の実態調査．病院の実態調査  



【結果】有事の電力需要想定と電力供給の継続が必要な設備  
 有事の医療機能維持に要する電力容量に関し、約5割の病院が平時の75％以上の確保が必要と考えているが、

自己電源比率の実態（前頁）は、その要件を満たしていない状況。 

 非常用発電機に接続していない設備・機器で、今後接続したいもの（MA）は、空調38.4％（415病院）、ＣＴ37.6％
（407病院）、厨房設備33.8％（366病院）、Ｘ線33.7％（365病院）、給湯25.5％（276病院）、ＭＲＩ23.1％（250病
院）、エレベータ20.2％（219病院）の順となっていた。 

N=1,081（全病院） 

N＝3,957（1,081病院から
の総回答数、複数回答） 
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N=1,081（全病院） 

２２．病院の実態調査．病院の実態調査  



【結果】コージェネの認知度、メリット、デメリット 
 回答が得られた1,081病院のうち約6割がコージェネを認知している。 

 コージェネのメリットに関する回答からは、省エネ・省CO２メリットに加え、非常用発電機の不満足要因の解決策と成
り得る特長についても認識されていることが理解できる。 

 デメリットに関する回答は、初期投資とメンテナンスコストを指摘する回答が多い。 

コージェネの認知度（全規模・全機能） 
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コージェネのメリット・デメリット（全規模・全機能） 

N=1081（全病院） 

N=1,625（1081病院、
複数回答） 

N=1,596（1081病院、
複数回答） 

２２．病院の実態調査．病院の実態調査  



【考察】アンケート結果全体を通じて得られた示唆   

 病院におけるエネルギーミックスは、 

○小規模であるほど電力比率が高く、災害時に地域の拠点に成り得るとの想
定に対し、脆弱性を抱えていると考えられる。 

⇒ジェネライト等の小型コージェネの導入可能性がある。 

○大規模施設ほどガスの利用が増え、同一用途の複数熱源化が進んでいる。 

 ほぼ全ての病院で自家発電設備は導入されているが、その容量は、必ずしも
有事対応に十分なものではないと考えられる。 

 結果として、病院における有事向けのエネルギー容量増強ニーズは高く、その
内容は電熱双方に及んだものとなっている。 

 用途分析の結果からは、近年窓の開閉が出来ない病院も多いことから、非常
時の空調稼動継続ニーズが高いことが判明した。 

 コージェネの有効性は一定程度認識されているものの、イニシャルコストがボト
ルネックとなり、導入を控えているケースが多いと想定される。 

２２．病院の実態調査．病院の実態調査  
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２－１．医療法人 原三信病院 様 （福岡県 福岡市） 

【概要】 
・病床数   ：約350床 
・延 床  ：約13,500㎡ 
・建築方式  ：スクラップ＆ビルド 
・工 程    ：（第一期）新東館建築 
       （第二期）東館解体＋増築 
・工 期    ： 2012年11月～ 2014年12月 
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＜第一期＞ ＜第二期＞ 

＜着工前＞ 

医療の進歩に合わせて本館や東館の改修を重ねてきたものの、現代の高度な医療 

の要求に応えるのが難しい状況になったため、旧東館を解体し、新東館を新築。 

 

３３．医療施設における活用事例（原三信病院様）．医療施設における活用事例（原三信病院様）  
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導入の背景とご提案概要 

ガス会社からの提案 

保安電力の確保 

電力のピークカット 

災害時の機能継続 

お客さまのニーズ 

停電時対応CGS 

中圧供給 

空調にジェネリンク 
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（施主）震災直後であり、電力供給の安定性に不安 

CGS210kW×1台、NC250RT×2台、ガスボイラ・涼厨が設計にスペックイン 

18 

３３．医療施設における活用事例（原三信病院様）．医療施設における活用事例（原三信病院様）  



  詳細設計で、BCP・デマンドカットの面から導入容量増強 

    ⇒最終的にBOS仕様35ｋW×12台（＝420ｋW）の複数台設置 

 ・複数台設置とした理由 

  ○他の複数台設置物件の視察で振動・音を確認 

  ○エレベーターで分割搬入が可能 

  ○ライフサイクルで評価すると400kWクラス導入と比べコスト的に遜色なし 

 

19 

導入されたガスシステムの概要 

廃熱 

電力 

・給水予熱、ジェネリンク 

・建物の電力負荷の低減 

停電時 

・温水等のポンプ 

・手術室系統の空調 

・ELV 等   

19 

３３．医療施設における活用事例（原三信病院様）．医療施設における活用事例（原三信病院様）  



ひらかたし 

枚方市 

病床数(新館)  160床 
 
延床面積(新館) 10,420m2 
 
開設(新館)  2013年3月 

おおさかふ 

大阪府 

❏本園は医療型障害児入所施設、療養介護施設、
病院という社会的役割があり、重度の身体障害
と重度の知的障害とを合わせもつ重症心身障害
児(者)のための療育施設である。 
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２－２．社会福祉法人 枚方療育園 様 （大阪府 枚方市） 

３３．医療施設における活用事例（枚方療育園様）．医療施設における活用事例（枚方療育園様）  



新設 

老朽設備 

移転 
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❏本施設は枚方キャンパスとして一つの敷地に複数施設で構成 
 
❏老朽化した医療施設(築40年経過)を移転新築し、省エネルギーを図るため
コージェネ、熱源機を導入 

❏「照明が点かない」「暗闇になること」が入所者にとって一番の不安 
 
❏ 体温調整が困難な方、移動が不自由な方もいることから、「照明」「エ
レベータ」と「空調」は本設備の機能維持に必須であった。 

コージェネ 
31kW×3台 
(ジェネライト) 

設置 

導入の背景とご提案概要 

３３．医療施設における活用事例（枚方療育園様）．医療施設における活用事例（枚方療育園様）  
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❏停電時も起動可能なコー
ジェネを採用 

❏非常時の供給エリアを限
定し排熱も無駄なく利
用できる容量を選定 

③コージェネ設備の導入 

 
❏信頼性の高い中圧ガス導
管による燃料供給 

❏停電回避エリアの設置
「停電シェルターエリ
ア」 

②防災対策 

 
❏電力： 照明、給水ポンプ、エレベータ等、非常時の機能維持に活用 
❏排熱： 排熱を利用できる空調機（ジェネリンク）、給水余熱で 
     温水活用 

①エネルギーの活用 

導入されたガスシステムの概要 

３３．医療施設における活用事例（枚方療育園様）．医療施設における活用事例（枚方療育園様）  
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❏ガスコージェネレーション設備の導入やガス燃焼方式ボイラへ切り替
えすることで環境面への配慮ができた 

❏昨年度の使用実績と比較すると単位面積あたりのエネルギー使用量は
減少傾向 

❏コージェネレーション設備を導入することで、なによりも安心できる
環境作りができた 

導入者の声 

 
 
❏「ナースステーション」や「プレイ
ルーム」における療育施設の機能維持
が可能となった 

 
 

入居者の不安解消 

間取図(停電シェルターエリア) 
導入された効果 

３３．医療施設における活用事例（枚方療育園様）．医療施設における活用事例（枚方療育園様）  
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４４．国の政策動向と補助事業について．国の政策動向と補助事業について  

出典：ＭＥＴＩホームページ 平成27年7月長期エネルギー需給見通し関連資料より抜粋 

1190（全体）-160（ＥＦ）=1030億kWh 

○長期エネルギー需給見通し（平成27年8月策定）においてコージェネは2030年時点で
現行比約２倍となる1,190億kWhが導入される見通しとなっている。 



25 出典：ＭＥＴＩホームページ 平成29年度概算要求等より抜粋 

４４．国の政策動向と補助事業について．国の政策動向と補助事業について  
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出典：ＭＥＴＩホームページ 平成29年度概算要求等より抜粋 

４４．国の政策動向と補助事業について．国の政策動向と補助事業について  
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出典：ＭＥＴＩホームページ 平成29年度概算要求等より抜粋 

４４．国の政策動向と補助事業について．国の政策動向と補助事業について  



28 出典：ＭＥＴＩホームページ 平成29年度概算要求等より抜粋 

４４．国の政策動向と補助事業について．国の政策動向と補助事業について  
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１．コージェネレーションは、省エネ（≒省CO2） ・省コスト、災害時のセキュリティ

向上、電力ピーク対策（ピークの低減）、の特長を有している。 

 

２．日本ガス協会が実施した災害拠点病院等を対象としたアンケートにおいて、

非常時に自ら賄える電源比率が５０％を下回る施設が約４割を占めており、更

に約６割の施設でBCP対応の電力および熱供給設備の増強ニーズがあると

回答している。コージェネレーションの有効性が明らかとなった。 

 

３．BCP対応強化に起因した医療施設へのコージェネレーション導入が全国大で

広がっている。 

 

４．国全体でのコージェネレーション普及に向け、次年度もコージェネレーション

導入の際に活用可能な補助事業が予算要求されている。 

まとめ 
５５．まとめ．まとめ  


